[新刊紹介] 国民金融公庫調査部編『日本の小零細企業』 by 田中 充 & Tanaka Mitsuru
[新刊紹介] 国民金融公庫調査部編『日本の小零細
企業』
著者 田中 充
雑誌名 關西大學經済論集
巻 17
号 6
ページ 939-942
発行年 1968-02-20
URL http://hdl.handle.net/10112/15227
939 
新刊紹介
国民金融公庫調査部編
『日本の小零細企業』
従来一般的にみて，われわれは，「中小企業」と呼ばれるところの一つの企業群につい
てアプローチする場合，これを，大企業との関連における相対的概念として規定してとり
あつかい，しかも広義の意味においては，ただ単に「中小」のみならず，そのなかには
「小零細」のもの，すなわち小零細企業をも含めているのが常であった。たとえば，毎年
中小企業庁の手によって編集発行されている『中小企業白書』のなかにおいても，小零細
企業は中小企業の一部として各章のなかでやや分割されてとりあつかわれている程度であ
る。したがって，ある意味においては，わが国における中小企業論についても，中山金治
教授がのべられているように，それは「長い間小零細企業を含めた非独占資本の問題性把
握につとめてきた。零細企業は，独占資本主義のもとで，広い意味での中小企業の一部を
形成するものとされ，一括して中小企業と呼ぶばあいが多く，また中小企業問題という場
合にも一括して対象とされてきた。」（中山金治「零細企業問題の所在と本質」日本大学商
学研究会編『商学集志』第36巻第4号1967年2月， 15ページ）ともいえるのである。
しかしながら，近年におけるわが国産業構造わけても工業における内部構造の高度化あ
るいは変貌にともない，中小企業の各階層にあっても激しい階層分化あるいは階級分解の
現象が顕著になりだしたため，このようないわば全く新しい現象乃至は事態に対処すべ
く，従来とは異なった新しい中小企業研究あるいは中小企業論が生まれてきだしたのも当
然のことといえるであろう。ことに中小企業のうち，その上層部にあって，これまでの
「中小」とは質的に区別されるところの「中堅」企業についての研究が多く輩出しつつある
ことは周知のとおりである。また政府の中小企業政策についてーベつしても，たとえば，
「60年の『所得倍増計画』にはじまる中小企業『近代化』政策は， 明らかに『中上層』と
『小零細』とを区別して扱うという政策が大胆に表明されている。」（中山金治教授 前掲
論文， 15ページ）と一応認めうるとしても，やはりそれは，いまだ中小のうちその上層部
ともいうべき「中堅企業」づくりの政策の方に重点がおかれ， これにひきかえ， 「中小」
のうち，その下層部ともいえる「小零細層」については，むしろ整理，淘汰の問題として
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とりあげられているのである。すなわち，小零細企業について，その合理化・近代化・合
理的存続•発展などの問題は，論議の対象として主たる部分を占めるにいたっていなかっ
たのである。
しかしながら，小零細企業研究分野においても，一方においては個々の小零細企業に関
する実態調査研究という方法形式において，また他方においては，その問題の所在と本質
解明という，より理論的研究方法形式において，着々とそれぞれの立場より研究がおし進
められつつあるのである。ここに筆者が紹介しようとしている書物は，上に二大別した小
零細企業に関する研究方法のうち前者の方に属するものであって，わが国の小零細企業を
その貸付対象としている国民金融公庫の調査部による実態調査研究書であるが，小零細企
業にたいする現状分析にもとずいて，そこから，小零細企業問題の所在がいかなるところ
にあるか，またそこから，小零細企業の本質とは何かということをひきだそうとする手が
かりをわれわれにあたえてくれている点で，画期的な書物ともいえるであろう。
そこで，まず本書の構成を，目次にしたがって示すと，以下のとおりである。
第1部小零細企業の動向
序章小零細企業の範囲
第1章小零細企業のわが国経済に占める地位
第2章経済の構造変化と小零細企業
第3章最近における小零細企業の動向
第4章小零細企業の特性と存続
第2部小零細企業金融の現状
第1章 わが国中小企業金融の特質
第2章最近における小零細企業金融の推移と資金調達
第3章小零細企業に対する補完金融
さて，本書は上記の目次からもわかるように2部からなっているが，第1部において
は，最近の構造的変化ー一需要，生産，流通，労働力などの変化によって，小零細企業の
地位がどのように変化したかを分析し，その環境変化のきびしさを明確にすることにまず
重点がおかれている。ついで，小零細企業の地位が，最近の激しい変化によって，しだい
に後退しているために，一つの転換期にあたっていることが指摘され，今後の問題点が示
されている。しかし一方では，小零細企業自体はそれなりの経済的な合理性を有している
ということに着眼し，整理淘汰の議論にもかかわらず，根強い存続理由をもっているとい
うこともあわせて究明されている。• この点は正に本書のユニークなところである。
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そこでまず第1部の内容についてこれをきわめて簡単にみてみると，まず序章において
は小企業と零細企業について一応の定義があたえられている。すなわち，零細企業は家族
労働中心の「企業以前の経営」であり．小企業は一応「資本による経済計算のしくみ」を
もつ小規模な企業であるが，現実には両者を区分することは困難であり，また両者間の移
動はきわめて流動的であるとのぺているが(1ページ），本書で考察されている小零細企業
は，中小企業基本法で定めているところのものよりもやや広範である。 （中小企業基本法
第23条によれば，商業・サービス業については常雇いの従業員5人以下，その他の産業に
ついては20人以下の規模の企業を「小規模企業」と定めている）つづいて第1章において
は，小零細企業のわが国経済に占める地位を，事業所数と従業者数中心に，その構成比か
らみているが，生産金額，生産高，あるいは出荷金額などが記されていないため，真の意
味での小零細企業の有する経済的勢力といったものがはっきりと把握できないといううら
みがまずここで残ってしまう。
しかしながら，第2章の経済の構造変化と小零細企業では，そのページ数からもわかる
ように本書を通じてもっとも重点がおかれて，小零細企業の動向を，需要，生産，流通，
労働，などの経済的要因の変化との関連において鋭く分析している。ここに特筆すべきこ
とは，小零細企業は，個々の企業については絶えず発生と消滅の繰り返しではあるけれど
も，一つの階層としてこれをみるとき，それは「経済発展とともに絶対的に縮小していく
のではなく，産業構造の高度化した現代経済の分業構造のなかに一つの合理性をもって存
在している。」 (9ページ）のであって，それは単なる「残存」ではなく，定着であると主
張しているところにある。そしてその存続理由は，一般的に，需要の増加，消費パターン
の変化，大企業の下請，再下請，あるいは大企業だけでは満たすことのできない需要の部
分への供給を担当すること，などにもとめられている。
第3章では最近における小零細企業の動向を，主として売上高の推移の面と，経営の動
向について，これを実態分析にもとずいて論じている。そして第4章においては，現代経
済において小零細企業がどのような問題性をもち，どのような条件によって存立している
かを検討し，そして小零細企業の将来を展望しているが，中小企業政策はこれまでの近代
化政策のみならず，より一層の安定強化＝近代化政策が必要であると主張し，ことに今日
の資本自由化の影響に関連しては，大企業が直接的影響を受けるのにたいして，中小（零
細）企業の方は，ワンクッションのある波及効果を受けるので，それだけに小零細企業が
合理的に存立しうる条件を整備することが必要であると論じている。
つづいて，第2部の小零細企業金融の現状では，まずわが国の金融が大企業を中心とす
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る融資集中のメカニズムによって動いているために，中小企業部門は，いつも限界的な地
位に立たされており，ことに小零細企業の資金調達はきわめて不利な立場におかれている
ということを明らかにすることにまず重点がおかれている。そして，そのような中小企業
金融のなかで，公庫は，その補完的機能をどのように果たしているかについてもあわせて
解明があたえられている。
以上，きわめて簡単に，本書の外貌を素描した。ところで，本書のはしがきにおいて，
「資料や統計が乏しく， ことに金融面での実態把握にはかなりの困難があった」（はしが
きiv)ことがあらかじめ断られているが，これはむしろ謙虚ともいうべき章句であって，
先述したように，本書は，小零細企業の資金調達，融資機関である国民金融公庫の調査部
による，わが国小零細企業の現状分析報告書であり，その統計資料も豊富である。そのた
め，より現実性を有しており，読者を説得するには十二分であろう。しかしながらその反
面，たとえば，小零細企業自体はそれなりの経済的な合理性をもっているという主張など
は，貸付対象である小零細企業者を納得させても，その本質乃至は根本理由が明確に論じ
られていないため，小零細企業研究者を説得するには不十分ではなかろうか，という懸念
が残らないでもない。このことはむしろ今後われわれに残された問題であるともいえるで
あろう。このような意味においても必読の書である。（東洋経済新報社，昭和42年10月刊，
B 6, iv+237ペー ジ， 650円） 一田中 充一
S・B・リンダー著
『発展のための貿易理論と貿易政策』
Trade and Trade Policy for Development. 
by S. B. Linder, New York; .Praeger, 
1967. pp.xi+179 
現在の低開発諸国の貿易上の諸困難と，それを克服していかにして経済発展をはかるか
は世界経済の最大の課題である。一体，低開発国貿易の困難の真の原因はどこにあり，い
かなる貿易政策をとればよいのか。果して伝統的な貿易理論は低開発国における貿易の役
割を分析するのに適しているのかどうか。こういった問題に正面からとりくみ，低開発国
貿易の考察に新しい理論的基礎を提供しようとする著作が現われた。 ここに紹介する S・
B・リンダーの新著がそれである。
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